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要 旨

1990 年代のわが国では、ソロー残差として計測される全要素生産性
（TFP）の成長率は大きく低下した。しかしながら、標準的なソロー残差に
は技術進歩以外の様々な要素が混入していると考えられるため、これをも
って 1990 年代に技術進歩のペースが減速したと考えるのは早計である。本
論文では、(1)収穫逓増と不完全競争、(2)資本と労働の稼働率変動、および
(3)産業間における生産要素の再配分をコントロールした「修正ソロー残差
（purified Solow residual）」を推計することによって、1973～98年にかけて
の日本経済の「真の」技術進歩率の計測を試みた。その結果、1990 年代の
わが国で技術進歩率が減速したという証拠はほとんど、あるいは全く見出
されなかった。また、稼働率の低下と、規模の経済効果が小さい産業に生
産要素が集中的に配分されたことの両者が、技術進歩とは無関係な TFP 成
長率低下を引き起こしたことがわかった。本論文で得られた結果は、「失
われた 10 年」の原因を技術進歩の停滞に求めるリアル・ビジネス・サイク
ル理論的な見方に疑問を投げ掛けるものである。
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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに

1990 年代のわが国経済のパフォーマンスが「失われた 10 年」と呼ばれるほ

ど際立って悪かったことは、改めて指摘するまでもない。すなわち、それ以前

の 20 年間における実質 GDP の平均成長率は約 4%であったのに対し、1990 年

代の平均成長率は約 1%に過ぎない。日本経済の成長率は 1990 年初めの「資産

価格バブル」の崩壊以降、低下傾向をたどり、1990 年代半ばに一時的に持ち直

したものの、その後は再び低迷を続けた。この間、拡張的な財政・金融政策が

繰り返し発動されたにもかかわらず、わが国経済は深刻な長期不況から抜け出

すことはできなかった。なぜ日本経済はこれほどまで長期にわたって低迷を続

けたのであろうか。この長期不況の根本的な原因は何であろうか。これらの問

いは、政策当局者だけでなく経済学者の多くを悩ませ続けている問題である1。

こうしたなか Hayashi and Prescott [2002]は、日本の失われた 10年に関して、

非常に明快ではあるが論争を惹起する説明を展開した。まず彼らは 1990年代に

計測された全要素生産性（以下 TFP: total factor productivity）成長率が大きく落

ち込んだことに着目し、TFP のそうした変動を外生的な技術ショックの帰結で

あると解釈した。そのうえで、日本経済に関する定量的なリアル・ビジネス・

サイクル（以下 RBC: real business cycle）モデルを構築し、外生的な生産性成長

率の低下に対するモデルの反応を分析した2。その結果、カリブレートされた

RBC モデルは 1990 年代のわが国経済の動向を極めて良好に説明できることを

発見した。そして Hayashi and Prescott [2002]は「唯一残されたパズルは、1991

                                                
1 例えば Blanchard [2003]は次のように述べている。「日本の経済政策に対するバッシ
ングは人気のある娯楽（popular sport）のようだが、そうしたバッシングの多くは不当
であるという印象を個人的には持っている。日本の経済政策は 1990年代のほとんどの
期間において、言われるほどおかしなものでなかったからである。振り返るとやや後
手に回ったとはいえ、金利は引き下げられた。財政政策も多少の振れはあったものの
総じて拡張的であった。しかしながら、これほどまでの巨大な財政赤字を出し続ける
ことに、一体誰が懸念を抱かないであろうか。…（略）… 現在、日本の経済政策を批
判する人々のなかで、一体どれほどの割合の人々が 1990年代初めの時点で日本経済の
長期低迷を予測していたであろうか。重要な問題は、こうした拡張的な財政・金融政
策が流動性の罠を回避するのになぜ十分ではなかったのかという点である。私にはそ
の答えは分からない。」

2 Hayashi and Prescott [2002]はまた、1990年代日本経済の長期不況において 1988年か
ら 1993年にかけて生じた「外生的」な週間労働時間の減少も極めて重要な役割を果た
したと主張している。
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年以降の TFP 成長率がなぜこれほどまでに落ち込んだのかという点だけであ

る」（p. 207）と結論づけた3。

確かに、1990 年代に日本の生産性が大きく低下したことは「定型化された事

実（stylized fact）」の 1 つであるようにみえる。表 1に、Hayashi and Prescott

[2002]推計を含む 5 種類のわが国のソロー残差に関する計測結果をまとめてあ

る。これをみると、低下の度合いは推計によって差があるものの、1990 年代に

TFP 成長率が顕著に低下したという事実は、定性的には頑健であるようにみえ

る。例えば、JIP データベースに基づく計測結果（労働の質は未調整）では、

1980年代の TFP 平均成長率は年率 1.6%であったのに対し、1990～98 年の平均

成長率はその 3分の 1以下の 0.5%に過ぎない。図 1では 2つの計測結果を取り

上げて TFP の「水準」を図示している。この図から 1990 年前後に生じた明ら

かな構造変化を読み取ることができる。すなわち、TFPには 1990年前後までは

着実な上昇トレンドが存在するものの、それ以降の TFP のトレンドは明らかに

フラット化している。したがって、ソロー残差が利用可能な生産技術の進歩を

的確に捉えているのであれば、わが国の「失われた 10年」は技術進歩が停滞し

た時期として理解してよいだろう。

しかしながら、ソロー残差を直ちに外生的な技術ショックそのものと解釈す

るのは早計である。図 2は 1973～98年のわが国経済における民間部門の産出量

（付加価値）とソロー残差の年次変動をプロットしたものである。この図から

TFP は極めて正循環的（procyclical）であるという広く知られた観察事実を確認

できる4。すなわち、産出量が落ち込んだ年には必ず TFP 成長率も低下してい

る。事実、リアル・ビジネス・サイクル理論の支持者たちのように、毎年のソ

ロー残差の変動を技術変化として解釈するのであれば、「失われた 10年」を含

む「あらゆる」不況を簡単に説明できると思われるほどである。しかしながら、

ソロー残差は技術革新のテンポの変化とは別の要因を反映して変動しているこ

とを示す多くの証拠がある。ソロー残差の正循環的な変動を引き起こす技術進

歩以外の要因として有力な可能性としては、①収穫逓増、②資本と労働の稼働

                                                
3 Hayashi and Prescott [2002]は、TFPの低成長が非効率な企業や衰退産業に対して補助
金を与える不適切な政策に起因すると推測している。Caballero, Hoshi, and Kashyap
[2003]は、銀行貸出の非効率な配分に低生産性の原因を求めている。

4 この点に関し Hall [1987]は、「米国経済に関する事実として、生産性の正循環的な動
きほど強固に確立しているものはほとんどない。」と述べている。
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率変動、③規模の経済効果が異なるセクター間での循環的な生産要素の再配分、

が挙げられている5。

本論文は、ソロー残差には技術進歩以外のこれらの要因が混在しているとの

立場から、①収穫逓増と不完全競争、②資本および労働の稼働率変動、③規模

の経済効果が異なる産業間での生産要素の再配分をコントロールした「修正ソ

ロー残差（purified Solow Residual）」を推計することによって、1973 年から

1998年にわたる日本経済の「真の」技術進歩率を計測しようという試みである。

すなわち、本論文ではまず、収穫一定の仮定を外し、かつ資本と労働の稼働率

の変化を許容する一般性の高い生産関数を用いて、部門別（具体的には 54産業

別）の技術進歩率を推計する。次に、そうして得られた部門別の技術進歩率を

適切と思われる方法で集計し、経済全体の技術進歩率に関する指標を作成する。

こうした作業を通じて、1990 年代わが国経済の長期低迷に関する技術進歩率減

速仮説の妥当性を検証することを企図している。

本論文で用いたマクロの技術進歩率の計測手法は、主として Basu, Fernald,

and Kimball [2002]に負っている（Basu, Fernald, and Kimball [2002]は、彼ら自身

の先行研究である Basu and Kimball [1997]と Basu and Fernald [1997, 2002]の業績

のうえに立脚している）。Basu and Kimball [1997]は、観察不可能な資本と労働

の稼働率変動に対し、ミクロ的基礎付けを持つモデルに基づいたシンプルな代

理変数を提案している。本論文では、稼働率変動の影響を修正するに当たり、

Basu and Kimball [1997]の基本的なアイデア、すなわち、費用最小化を行ってい

る企業は、各々の生産要素の稼働率（労働時間、労働努力、資本の使用時間）

の限界部分（margin）を変化させることによる限界的な費用が互いに等しくな

るよう行動するはずであり、このため、観察可能な稼働率変化（労働時間の変

化）は観察不可能なその他の稼働率変化（労働努力および資本の使用時間の変

化）の代理変数として利用できるというアイデアを踏襲する。一方、Basu and

Fernald [1997, 2002]は、正循環的な生産性の動きを理解するうえで、生産要素

の再配分の重要性を強調している。本論文では彼らの分析枠組みに従い、規模

の経済効果が異なる産業間において生産要素の成長率の構成が変化したとき、

                                                
5 米国のデータに基づく実証分析は、循環的な稼働率変動の重要性を示す一方、収穫
逓増をさほど支持していない。正循環的な生産性の動きにおける稼働率の重要性を示
唆した研究としては  Shapiro [1993, 1996]、Basu [1996]、Basu and Kimball [1997]、
Burnside, Eichenbaum, and Rebelo [1995, 1996]等がある。Basu and Fernald [1997, 2002]は、
規模の経済効果の異なる産業間における生産要素の再配分の重要性を強調している。
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計測される生産性と真の技術進歩の間にどのような乖離が生じるかを、わが国

経済のデータを用いて考察する。

本論文で得られた主要な結果は以下のとおりである。

1) 本論文で計測された「真の」マクロ技術進歩率によれば、わが国の失わ
れた 10年の期間に技術進歩率が低下したという明確な証拠は存在しない。

すなわち、通常のソロー残差は外生的な技術ショックを捉える指標として

不適切である可能性が高く、1990 年代に生産性の低下が観察されたから

といって、技術進歩率も低下したと判断することはできない。また、TFP

成長率と真の技術進歩率の乖離は、1970 年代や 1980 年代と較べて 1990

年代にとりわけ大きい。

2) 1990 年代の製造業・耐久財部門における技術進歩のペースは、1970～80

年代の好パフォーマンスと比較して伸び悩んでいる。対照的に、1990 年

代の製造業・非耐久財部門および非製造業の技術進歩のペースは良好であ

った。非製造業は GDP の大半を占めるため、1990 年代の当セクターにお

ける技術進歩の高まりは、マクロ経済全体の技術進歩を下支えするのに大

きく貢献をした。

3) 規模の経済効果に関する推計結果は産業間で大きく異なる。すなわち、
製造業・耐久財部門は収穫逓増を示しているのに対し、製造業・非耐久財

部門および非製造業は収穫逓減を示している。

4) 資本と労働の稼働率変動は、予想どおり、産出量変動と非常に高い相関
を持つ。特に、1990 年代前半に生産性上昇率が真の技術進歩率を大きく

下回った最大の要因は、稼働率の低下に求められる。

5) 日本経済における再配分効果は、Basu and Fernald [2001]による米国につい

ての実証結果とは対照的に、「反循環的（countercyclical）」な変動を示す。

すなわち、日本経済では規模の経済効果の小さい産業が好況期に平均以上

に生産要素投入量を増大させる一方、不況期には平均以上に減少させるた

め、再配分効果はマクロ生産性の正循環性を弱める方向に作用する。特に、

1995～97 年の短期的な景気回復局面では、生産要素投入が規模の経済効
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果の小さい産業に集中した結果、再配分効果は生産性上昇率を低下させる

方向に寄与した。

6) 1990 年代にマクロ技術進歩率が減速したという証拠はほとんど、あるい

は全く見出されなかったという本論文の主要な結論は、規模の経済効果の

推定値や労働投入データの「質」調整に対して頑健である6。

これらの結果は、1990 年代日本経済の長期低迷の原因を技術進歩率の減速に

求める前述の見方に、疑問を投げ掛けるものである。実際、本論文の結果を受

け入れるのであれば、Hayashi and Prescott [2002]が「失われた 10年」を説明す

る際に強調した「TFP 低成長のパズル」は、何らパズルではなく、循環的要因

が的確に制御されていない結果として生じた生産性計測上の誤差に過ぎないこ

とになる。すなわち、ソロー残差に対して、収穫逓増と不完全競争、稼働率変

動、再配分効果を修正すれば、1990年代に技術進歩率が低下したという証拠は、

ほとんど、あるいは全く見出されないのである。こうした本論文の結果は、長

期不況の究極的な原因を、観察された生産性成長率の落ち込みに求める RBC理

論的な見方に対し、再考を促すものである7。換言すれば、本論文の結果は

                                                
6 本論文では、「中立的（neutral）」技術進歩に関する計測結果に加えて、Solow
[1960]によって初めて提唱され近年 Greenwood, Hercowitz, and Krusell [1997, 2000]によ
って復活を遂げた「投資限定的技術進歩（investment-specific technology change）」に
関しても、ごく簡単な考察を行っている。すなわち、これらの先行研究に従い、投資
財の実質価格の長期にわたる低下を、中立的ではなく投資限定的な技術進歩の帰結で
あると解釈する。そうして計測された投資限定的技術進歩のペースが 1990年代に落ち
込んだという証拠は見出されない。

7 本論文の結果は、日本経済の長期不況に関する「流動性の罠」仮説の妥当性にも大
いに関わってくる。この仮説は、まず、Krugman [1998]によって 2 期間の粘着価格モ
デルの枠組みを使って提唱され、最近では、Eggertsson and Woodford [2003]によって無
限期間の粘着価格モデルへの拡張・精緻化が図られている。これらのモデルでは、
「自然利子率（natural rate of interest）――価格が伸縮的な場合に成立する完全雇用実
質金利水準――」がマイナスになったとき、経済は流動性の罠に陥るが、自然利子率
がプラスの値に戻れば罠から脱出することができる。これらのモデルでは、資本スト
ックが内生化されていないため、政府支出の期待成長率を所与とすれば、自然利子率
は消費のオイラー方程式に従って、期待技術進歩率によって決定される（このオイラ
ー方程式はしばしば「新しい IS」方程式と呼ばれる）。それゆえ、財政政策を一定と
すれば、技術進歩率がマイナスになると期待されるとき、自然利子率もマイナスの値
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1990 年代日本経済の長期低迷の原因として、負の技術ショック以外の要因を考

えることの重要性を示唆していると言えよう8。

本論文の構成は以下のとおりである。2 節では、産業別技術進歩率およびそ

れらを集計したマクロ技術進歩率を計測する理論的枠組みを説明する。続く 3

節では、データと推定方法を説明する。4 節ではベースラインの推計結果につ

いて述べる。5節では 4節の結果の頑健性を検討する。6節では投資限定的技術

進歩について簡単に検討する。最後の 7節は結論と今後の課題を整理する。

２．理論的枠組み２．理論的枠組み２．理論的枠組み２．理論的枠組み

本節では、Basu and Kimball [1997]、Basu and Fernald [2001, 2002]、Basu,

Fernald, and Shapiro [2001]および Basu, Fernald, and Kimball [2002]に従い、技術進

歩率計測のための理論的枠組みを説明する。まず 2 節(1)では、収穫一定の仮定

を外したより一般的な生産関数の下で、資本と労働の稼働率変動を考慮した場

合の部門別（産業別）技術進歩率を推計する手法について説明する。次に 2 節

(2)では、部門別の技術進歩率を集計してマクロ経済全体の技術進歩率の指標を

構築する方法について説明する。

（１）部門別の技術進歩率（１）部門別の技術進歩率（１）部門別の技術進歩率（１）部門別の技術進歩率

産業 i の代表的企業は、以下のような粗産出量（gross output）に関する生産

関数を持つと仮定する。

                                                                                                                                              
をとる。しかしながら、1990 年代わが国において技術進歩率の低下は生じていないと
いう本論文の結果を受け入れるならば、どのような要因で自然利子率がマイナスにな
ったのかという難問に直面することになる。

8 本論文の結果はまた、有名な「失われた生産性成長パズル（missing productivity
growth puzzle）」に対しても、それなりのインプリケーションを有するかもしれない
（失われた生産性成長パズルに関しては Basu, Fernald, Oulton, and Srinivasan [2003]等を
参照）。よく知られているように、1990 年代米国においては（おそらく）情報通信技
術の普及を反映して TFP 成長率は「加速」した。一方、多くの研究者（例えば Gust
and Marquez [2000]）が指摘しているように、EU 全体および日本においても情報通信
技術は普及したにもかかわらず、これらの諸国では 1990年代、TFP成長率は「減速」
した。しかしながら、本論文の結果は、ソロー残差に含まれる様々な計測誤差を取り
除けば、少なくとも日本に関しては、失われた生産性成長パズルが解決される可能性
を示唆している。
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( ), , , .i
i i i i i i i iY F S K E H N M Z=

企業は、資本ストック iK 、労働者 iN および中間財 iM を使って、粗産出量を生

産する。生産要素の稼働率変動に関して経済学的に意味のあるモデルを考える

ために、ここでは資本ストックと労働者数は準固定的（quasi-fixed）であり、

それらの投入量を変更するには調整費用がかかると仮定する9。しかし、企業は

こうした準固定的な生産要素の稼働率（intensity）を変化させることができると

仮定する。 iS は資本稼働率（すなわち資本ストックの使用時間）である。 iH は

労働者 1 人当たりの労働時間、 iE は各労働者の「努力」水準であり、総労働投

入 iLは 3つの変数の積 i i iE H N で与えられる。企業の生産関数 iF は生産要素投入

に関して、局所的（local）に iγ 次同次であると仮定する。 iZ は粗産出量を増加

させる技術を表す指標である。なお、収穫逓増と不完全競争が存在する経済に

おいて技術進歩を計測する際には、一般に付加価値ベースよりも粗産出量ベー

スの生産関数を用いた方が望ましいことが知られている10。

Solow [1957]、Hall [1988, 1990]に従い、ここでは 1 次近似（対数線形化）し

た生産関数において、生産要素投入の成長によっては説明できない産出量の成

長を「技術進歩」と定義する。以下では変数 J に関して、 djは対数差分として

定義された成長率 ( )logd J≡ 、 *J は定常状態値を表す。生産関数を対数線形化

したうえで、標準的な費用最小化の 1階条件を用いると、以下の式が得られる。

( ) ( )

( ) ( )
( )

** *
31 2

* * *

.

i i i i i i i i
i i i

i Ki i i Li i i i Mi i i

i i i i

F MF SK F EHNdy ds dk de dh dn dm dz
F F F

c ds dk c de dh dn c dm dz

dx du dz

γ

γ

� �� � � �= + + + + + +� � � � � �
� � � � � �

� �= + + + + + +	 


= + +

(1)

                                                
9 この点については Basu, Fernald, and Kimball [2002]を参照のこと。

10 補論 2 の(A.16)式によれば、付加価値成長率 idv は一般に、一次生産要素投入の成長
率 V

idx 、稼働率の変化率 V
idu 、技術進歩率 V

idz に加えて、中間投入/粗産出量比率の変
化 i idm dy− の影響を受ける（収穫逓増と不完全競争が存在する場合、 i idm dy− にかか
るパラメータ ( ) ( )* * * */ 1 / 1V

i Mi Mi Mi Mic c s sγ − − − はゼロとならない点に注意）。したがって、
中間投入/粗産出量比率の変化を無視して付加価値ベースの生産関数を推計すると、技
術進歩率と無相関（と考えられる）との基準で選んだはずの操作変数が、残差に含ま
れる中間投入/粗産出量比率と相関を持ってしまい、推計されるパラメータや技術進歩
率にバイアスが生じてしまう可能性がある。この問題について詳しくは、Basu and
Fernald [1995, 1997]を参照されたい。
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ここで、 idx は観察可能な生産要素投入の成長率をそれぞれのコスト・シェアを

ウエイトとして加重平均したもの、すなわち、

( )* * * ,i Ki i Li i i Mi idx c dk c dh dn c dm≡ + + +

であり、また idu は資本稼働率と労働者の努力水準という観察不可能な稼働率

の変化を加重平均したもの、すなわち、

* * ,i Ki Lidu c ds c de≡ +

である。なお、 Jic は生産要素 J の費用が総費用に占めるシェアを表しており、

1Ki Li Mic c c+ + = である。生産関数を 1 次近似しているため、ここでは各生産要

素の産出量弾力性 *
i Jicγ を定数として扱っている。実際の推計では、規模の経済

効果 iγ は時間と共に変化せず、一定であると仮定する。また各生産要素の定常
状態コスト・シェア *

Jic に対しては、サンプル期間の平均値を使用する11。

稼働率変動は直接観察できないため、(1)式を推計するためには何らかの観察

可能な稼働率の代理変数が必要となる12。Basu and Kimball [1997]は、ミクロ的

基礎付けのあるモデルに基づき、稼働率変化率 idu を観察可能な変数に置き換

えることに成功した。彼らの基本的なアイデアは、企業は同時に全ての生産要

素の限界的部分を調整することにより費用最小化を行っているはずであるから、

最適化の 1 階条件を用いれば観察可能な生産要素と観察不可能な生産要素の関

係式を導出できるというものである。すなわち、Basu and Kimball [1997]は、資

本稼働率変更の唯一の費用が「シフト・プレミアム（“shift premium”）」 ――

                                                
11 対照的に、生産関数を 2 次（Törnqvist）近似するアプローチでは、観察される各投
入要素のシェアの短期的な変動を利用して、時間と共に変化する産出量弾力性を推計
しようとする。しかしながら、この方法は景気循環過程において観察される要素価格
の変動が「配分的（allocative）」、つまり実際の要素価格が常にシャドウ・プライス
に等しい場合に限り、妥当な方法である点に注意が必要である。このような生産関数
を高次近似するアプローチの問題点については、Basu and Fernald [2001]を参照された
い。

12 わが国では、経済産業省が鉱工業産業に関して稼働率指数を公表している。しかし
ながら、経産省公表の稼働率は、「資本の使用時間」ではなく「生産能力に対する実
際の生産量（capacity utilization）」を計測したものであり、本稿の枠組みで必要な資
本稼働率（capital utilization）とは限らない点に注意が必要である。資本稼働率
（capital utilization）と生産能力稼働率（capacity utilization）の重要な違いについては、
Shapiro [1989]を参照のこと。



9

稼働率を上昇させることによって夜間等通常以外の時間帯で働くことになった

労働者に対して高い割増賃金を支払わなければならない――であるとすれば、

労働者 1 人当たりの労働時間の変化は、観察不可能な労働努力および資本稼働

率双方の適切な代理変数になることを示した。ここで重要なのは、Basu and

Kimball [1997]モデルは、費用最小化問題と企業が要素市場でプライス・テイカ

ーであるという仮定しか用いていない点である。つまり、生産物市場における

価格設定行動に関する仮定は何ら必要としない。補論１は、彼らのモデルに従

って次式が成立することを示している。

* * .i
i Ki Li i i

i

du c c dhη ς
ω

� �
= +� �
� �

(2)

ここで、 iη は労働費用の労働時間に関する弾力性の上昇率、 iω は労働費用の資
本稼働率に関する弾力性の上昇率、 iς は努力水準の労働時間に関する弾力性で
ある。1 人当たり労働時間が努力水準だけでなく資本稼働率の代理変数になり

得る理由は、シフト・プレミアムが資本稼働率と労働費用との間の連関を創り

出すからである。

最後に、(2)式を(1)式に代入することによって、以下の推計式が得られる。

* *

.

i
i i i i Ki Li i i i

i

i i i i i

dy dx c c dh dz

dx dh dz

ηγ γ ς
ω

γ β

� �
= + + +� �

� �

= + +
(3)

ここで、 ( )( )* */i i Ki i i Li ic cβ γ η ω ς≡ + である。この定式化は、労働努力と資本稼働

率双方の変動だけでなく、規模の経済効果と不完全競争もコントロールしてい

る。コスト・シェアと他の構造パラメータを定数と仮定すると、 iβ も iγ 同様に
通常の方法で推計できる。この推計式の残差 idz が各産業の「真の」技術進歩率

を表すと解釈する。

（２）集計された技術進歩率（２）集計された技術進歩率（２）集計された技術進歩率（２）集計された技術進歩率

次に産業別の技術進歩率 idz を集計することによって、マクロ経済全体の技術

進歩率を導出しよう。Basu, Fernald, and Kimball [2002]に従って、マクロ技術進

歩率を、生産要素のマクロ経済全体の投入量のほか、資本・労働の産業間配分

および各産業における原材料・粗産出量比率を一定としたときの産出量増加と

定義する。この定義による技術進歩率は以下の式で表される。



10

* .
1

V V i
i i ii i

i Mi

dzdz w dz w
cγ

≡ ≡
−� � (4)

ここで iw は総付加価値における各産業のシェア13

( )
,i i i

i
i ii

Y M Vw
Y M V
−≡ ≡

−�

である（以下では、粗産出量ベースで定義されていた変数を付加価値ベースに

定義し直す際には、上付き文字 V を用いる）。概念的に、この指標は、まず
*1 i Micγ− で除すことによって、粗産出量ベースの産業別技術ショックを付加価値

ベースに変更している（付加価値ベースの技術進歩率は、粗産出量ベースより

も大きくなる点に注意）。その上で、付加価値ベースの技術ショックを、各産

業の付加価値シェア・ウエイトによって加重平均している。このマクロ技術進

歩率の定義において注意しなければならないのは、産業レベルで技術変化が生

じたときに限り、マクロ経済全体の技術も変化するという点である。

ここで、上述したマクロ技術進歩率の定義と、集計ソロー残差がどのような

関係にあるかを確認しておきたい。集計ソロー残差 dpは、以下のように定義さ

れる。

.Vdp dv dx≡ − (5)

ここで、 dvは

,i ii
dv w dv≡�

によって定義される総実質付加価値成長率、 Vdx は産業別一次生産要素投入の
成長率 V

idx を産業別シェアでウエイト付けしたもの、すなわち、

( )
* *

* * ,
1 1

V V Ki Li
i i i i i ii i

Mi Mi

c cdx w dx w dk dh dn
c c

� �
≡ ≡ + +� �− −� �
� �

である。ここでは V
idx を計算するにあたり、粗産出量ベースではなく付加価値

ベースの総費用における資本と労働のシェアを用いている点に注意しよう。次

に、付加価値ベースの規模の経済効果を次のように定義する14。

                                                
13 ここでは「ダブル・デフレーション法」によって実質付加価値 iV を定義している。
補論２の議論を参照のこと。
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( )*

*

1
.

1
i MiV

i
i Mi

c
c

γ
γ

γ
−

≡
− (6)

この式から、付加価値は粗産出量の一部分に過ぎないため、粗産出量生産にお

ける収穫逓増の度合いは、付加価値ベースに変更すると大きくなることがわか

る。

Basu and Fernald [2001, 2002]で説明されている手続きに従い、補論２は(1)式

を経済全体について加重平均したものに(4)、(5)、(6)の定義式を代入すること

によって、以下のマクロ生産性（集計ソロー残差）の分解式が得られることを

示している。

( )1 .V V V V
Mdp dx R R du dzγγ= − + + + + (7)

ここで、各変数は以下のように定義される。

,V V
i ii

wγ γ≡� (8)

( ) ,V V V
i i ii

R w dxγ γ γ≡ −� (9)

( )
*

* ,
1 1

V Mi Mi
M i i i ii

Mi Mi

c sR w dm dy
c s

γ
� �� �

≡ − −� �� �− −	 
� �
� (10)

* *

* * .
1 1

V V V V Ki Li
i i i i i i ii i

Mi Mi

c cdu w du w ds de
c c

γ γ
� �

≡ ≡ +� �− −� �
� � (11)

ただし、 /Mi i is M Y≡ である。(7)式は、マクロ生産性変化とマクロ技術変化の

乖離がどのような要因によって生じるかを示している。右辺第 1 項 ( )1V Vdxγ −

は、経済全体の平均的な規模の経済効果を示している。すなわち、平均的な企

業の生産関数が付加価値ベースで収穫逓増であるならば、一次生産要素の総投

入量の変化はマクロ生産性の正循環的な変動を引き起こす。第 2 項Rγは、規模

の経済効果が異なる産業間における生産要素の再配分効果を表す。規模の経済

効果が産業間で異なれば、平均以上の収穫逓増を持つ産業において平均以上に

生産要素投入が増加すると、生産性成長率は上昇する。第 3項 MR は、付加価値

                                                                                                                                              
14 この式の導出については、補論２を参照。
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の計測に伴う誤差を修正したものである。すなわち、付加価値は原材料の生産

弾力性として Mis を使用して計算されるが、規模に関する収穫が一定でない場合、

原材料の生産弾力性はその総収入シェアと異なる。最終項 Vdu は、付加価値ベ

ースで定義した稼働率の変動がマクロ生産性に与える効果を捉えたものである。

もし、全ての企業が完全競争的でかつ稼働率を変動させることがなければ、

上記の 4 つの項は全て消えることに注意しよう。すなわち、全ての産業で完全

競争と収穫一定が成立しているとき、全ての iについて 1V
iγ = となると同時に、

経済的利益（economic profit）は常にゼロになるため * *
Mi Mic s= となる。したがっ

て、上記の第 1～3項は常にゼロとなる。さらに、稼働率変動が存在しなければ、

最終項がゼロになるのは自明であろう。このとき、集計ソロー残差 dpはマクロ

技術進歩率 Vdz に等しくなる。しかしながら、不完全競争と稼働率の変動が存

在する世界では、生産性と技術進歩は必ずしも等しくならない。

３．データと推計方法３．データと推計方法３．データと推計方法３．データと推計方法

（１）データ（１）データ（１）データ（１）データ

本論文では、深尾ほか [2003]によって整備された JIP（ Japan Industry

Productivity）データベースを利用する。このデータベースは、産業別の TFP 成

長率計測を目的とした、内閣府経済社会総合研究所のリサーチ・プロジェクト

の成果の一部である。データは 1973 年から 1998 年までの日本経済全体をカバ

ーする 84 産業のパネルから構成されている15。各産業部門において、産出量は

粗産出量、生産要素は資本、労働、原材料に分けられている。労働投入データ

に関しては、質的変化を調整したベースと調整していないベースの双方のデー

タが利用可能である。JIP データベースの詳細については、深尾ほか[2003]を参

照されたい16。

                                                
15 深尾ほか [2003]の第 1章では、1971、72年の産業連関表・延長表が存在しないこと
から、この両年の粗産出量および中間財のデータを推計していない。このため、本論
文では推計期間を 1973年以降とした。

16 JIP データベースは、内閣府経済社会総合研究所のウェブ・サイト
（http://www.esri.go.jp/jp/archive/bun/bun170/170index.html）から、エクセル・ファイル
の形式で入手可能である。
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JIP データベースがカバーする 84 産業のうち、ここでは、主要な関心の対象

である「非農業・非鉱業民間部門」に属する 54 産業に分析の焦点を絞る17。こ

れら 54産業は、サンプル期間において実質 GDPの約 70%を占める。推計に用

いた産業は表 2に示したとおりである。労働投入に関しては、ベンチマーク推

計では質未調整のデータを用いる。5節では、質調整済み労働データを用いて、

ベンチマーク推計結果の頑健性の検討を行う。

コスト・シェア Jic の系列を作成するためには、一般に資本に対する要求報酬

（required payments）を計算する必要がある。深尾ほか[2003]は、資本のユーザ

ー・コストを推計したうえで、産業別に生産要素のコスト・シェアを計算して

いる。定常状態のコスト・シェア *
Jic については、サンプル期間の平均値で代用

する。

稼働率変動を調整するための idh項については、厚生労働省公表の『毎月勤労

統計調査』にある産業別所定外労働時間の年次増加率を使用する。労働時間は、

所定内労働時間と所定外労働時間に分けられる。1988 年の労働基準法改正以降

の諸政策によりもたらされた所定内労働時間の減少を反映して、総実労働時間

は稼働率変動とは無関係な長期的な低下トレンドを有している（図 3）。こう

した影響を取り除くため、以下の推計では、稼働率変化の代理変数として、総

実労働時間ではなく、より景気変動に敏感な所定外労働時間の増加率を使用す

る。

（２）推計方法（２）推計方法（２）推計方法（２）推計方法

Basu, Fernald, Shapiro [2001]および Basu, Fernald, and Kimball [2002]に倣って、

54産業を 3つの部門：①製造業・耐久財部門（14産業）、②製造業・非耐久財

部門（17産業）および③非製造業（23産業）に振り分ける（表 2を参照）。推

計にあたっては、規模の経済効果を表すパラメータ iγ と稼働率のパラメータ iβ
は、部門によって異なると仮定するが、同時に、各部門内の産業間では等しい

                                                
17 ただし、精穀・製粉業（JIP コード 13）、天然繊維紡績業（17）、製鉄業（33）、
その他の鉄鋼業（34）は非農業・非鉱業民間部門に属すると解釈できるものの、デー
タ上の問題から分析対象外とした。さらに、JIPデータベースは不動産業について帰属
家賃に対応する住宅部門とそれ以外の不動産業に分解しているが、この作業が不完全
である可能性を考慮して、不動産業（57）も分析対象から外した。これらデータ上の
問題の詳細については、深尾ほか[2003]第 1章を参照のこと。
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との制約を課す18, 19。産業間での成長率が異なる可能性を許容するため、推計

式は産業毎に異なる定数項、すなわち産業レベルでの固定効果を持つ。これら

の定数項と残差項を合算したものが、各産業の技術進歩率の推計値となる。

技術ショックに反応して生産要素投入の成長率は変化し得るという意味で、

生産要素投入と技術は同時決定されるため、推計にあたっては操作変数を用い

る。適切な操作変数は、技術ショックと無相関である一方で、説明変数である

生産要素投入成長率と労働時間変動と相関を持たなければならず、一般に適切

な操作変数を見つけ出すことは難しい。ここでは以下の 3 種類の変数、①GDP

デフレータで実質化した石油価格の成長率20、②著者が特定した、わが国金融

政策に関する年次版「簡易ローマー日付」――顕著な金融引締めが行われた

1973 年、1980 年、1990 年を 1、それ以外の年をゼロとしたダミー変数――21、

および③「銀行危機ショック」変数――いくつかの大規模金融機関の破綻が生

じた 1997年を 1、それ以外の年をゼロとしたダミー変数、を操作変数として使

用することにした。

撹乱項は産業間である程度の相関を持っていると考えられるため、推計され

た共分散行列を用いて、推計式体系を再推計することによって効率性が上昇す

る可能性がある。したがって、ここでは上記の操作変数を用いて、3 段階最小

二乗法によってシステム推計を行った。

                                                
18 部門をさらに細分化し、産業間においても規模の経済効果および稼働率のパラメー
タは異なると仮定して推計することも原理的には可能である。しかしながら、予備的
な分析では、いくつかの産業において、パラメータの推計精度が大きく低下してしま
う結果となった。この問題を軽減するため、ここでは部門内でパラメータは等しいと
いう制約を課すことにした。

19 粗産出量ベースの規模の経済効果のパラメータは部門内の産業間で同一との制約を
課しているものの、(6)式で定義される付加価値ベースの規模の経済効果は、原材料の
コスト・シェアの違いを反映して異なる点に注意されたい。

20 石油価格（通関ベース）は『日本銀行金融経済データ CD-ROM』所収のものを利用
した。また、GDPデフレータは『国民経済計算』による。

21 Kawamoto [未定稿]は、Romer and Romer [1989, 1994]の米国に関する発見事実と同様、
わが国においても、顕著な金融引締めに関する指標が、実質変数に対して大きな引締
め効果を及ぼすことを見出している。
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４．ベースラインの推計結果４．ベースラインの推計結果４．ベースラインの推計結果４．ベースラインの推計結果

（１）パラメータの推計値（１）パラメータの推計値（１）パラメータの推計値（１）パラメータの推計値

表 3に、(3)式の推計結果、すなわち規模の経済効果と稼働率調整のパラメー

タの推計値を掲載している。規模の経済効果のパラメータ iγ は、全てのセクタ
ーにおいて比較的推計精度が高い。製造業・耐久財部門については、推計され

た規模の経済効果は 1.06 であり、統計的に有意な収穫逓増がみられる。一方、

製造業・非耐久財部門および非製造業については、規模の経済効果の推定値は

それぞれ 0.81と 0.65であり、両部門共に収穫逓減を示している（稼働率調整項

を除いて推計した場合でも、製造業・非耐久財部門と非製造業の規模の経済効

果の推定値は、それぞれ 0.84と 0.67であり、依然としてこの 2つのセクターで

は収穫逓減が観察される）22。これらの推計値を踏まえると、部門間で規模の

経済効果が大きく異なることがわかる。

比較のため、表 4に Basu, Fernald, and Kimball [2002] および Basu, Fernald, and

Shapiro [2001]に報告されている米国の産業別の規模の経済効果の推計値を掲げ

てある。表 3と表 4を比較すると、日本の非製造業は米国の非製造業に較べて

「収穫逓減」の度合いが大きいものの、日米の推計値は全体としてほぼ同様の

結果を示していることがわかる。

表 3の規模の経済効果の推計値は、日本のデータを用いた先行研究の結果と

も整合的である。例えば、1955～90 年の日本の産業別（製造業）データを用い

てトランスログ生産関数を推計した Beason and Weinstein [1996]は、製造業・耐

久財部門では若干の収穫逓増がみられるのに対し、製造業・非耐久財部門では

収穫逓減がみられると報告している（彼らの論文の表 3を参照）。

次に、稼働率調整のパラメータ iβ の推計値に着目してみよう。製造業・耐久
財部門と非製造業については、推計値は理論が示すとおり正の値をとり、かつ

統計的にも極めて有意で、稼働率調整の重要性を示唆している。一方、製造

業・非耐久財部門の推計値は正の値ではあるものの、統計的に有意でない。し

かしながら、製造業・非耐久財部門の実質 GDPに占めるシェアは比較的小さい

ため（9%）、この部門における稼働率調整パラメータの推計精度の低さは、マ

クロ技術進歩率の推計にあたってはさほど大きな問題ではないと考えられる。

なお、ここでの部門別の実証結果は、特定の産業の特殊要因によってもたらさ

                                                
22 5 節において、製造業・非耐久財部門および非製造業における収穫逓減について、
やや詳しく検討する。
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れている訳ではない。例えば、アウトライアーのようにみえる産業を除いて推

計した場合でも、以下で示されるマクロ技術進歩率の推計値はほとんど影響を

受けない。

（２）計測された技術進歩率（２）計測された技術進歩率（２）計測された技術進歩率（２）計測された技術進歩率

表 5は、計測された平均マクロ技術進歩率（年率）を期間別に示したもので

ある。まず、最も注目される民間経済全体の推計結果をみると、1973～80 年と

1980～90 年の平均マクロ技術進歩率はそれぞれ 3.0%、2.3%であるのに対し、

1990～98年は 2.1%である。深刻な不況の影響を受けた 1998 年を除くと、1990

年代の平均マクロ技術進歩率は 2.6%になる。これらの結果をみる限り、1990

年代に技術進歩のペースが大きく落ち込んだという証拠はほとんど見出されな

い。この点は、推計された技術進歩と TFP の「水準」をプロットした図 4をみ

ても明らかである。この図では、技術進歩と TFP 双方の水準を 1990 年に 1 と

なるよう標準化している。この図から、技術水準と生産性は 1990年頃まで着実

に上昇し続けたものの、1990 年以降、生産性の成長が急激に鈍化する一方で、

推計された技術進歩は近年まで着実に成長し続けたことが窺われる。

次に、部門別の推計結果をみてみよう。非製造業の推計された技術進歩率は、

1980年代の 2.0%から 1990年代の 2.1%へと非常に僅かながらも上昇している。

非製造業は民間経済全体の約 70%を占めるため、非製造業で 1990 年代に技術

進歩率の減速が生じなかった（むしろ僅かながら上昇した）ことは、マクロ経

済全体の技術進歩のペースを下支えすることに大きく貢献した。製造業・非耐

久財部門の技術進歩率も、1980年代の 2.0%から 90年代の 2.1%へと僅かに上昇

した。一方、製造業・耐久財部門は、これら 2 つの部門とは全く異なる動きを

みせた。すなわち、同部門における 1990年代の平均技術進歩率は 2.1%であり、

1980 年代の 3.5%と較べると 1.4%の減速、1970 年代の 5.6%と較べると実に

3.5%もの減速を示している。1990 年代に情報通信機器の生産技術が飛躍的に向

上したことや、Basu, Fernald, and Shapiro [2001]に代表される多くの研究者が米

国の製造業・耐久財部門において技術進歩率が大きく加速したと報告している

ことに鑑みると、日本の製造業・耐久財部門における 1990年代の技術進歩率の

落ち込みはやや説明が難しい23。

                                                
23 この一見パズル的とも言える現象に対しては 2 つの説明があり得る。第 1 に、耐久
財の価格指数の上方バイアスが拡大し続けたために、本論文で使用したデータにおけ
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以上の結果を要約すると、1990年代にみられた TFP成長率の大幅な落ち込み

は、技術進歩率の低下を示している訳ではないと考えられる。不完全競争、稼

働率変動、および生産要素の再配分をコントロールすることによってソロー残

差を「修正」すると、「失われた 10年」において技術進歩率が減速した証拠は

見出されないということになる。無論、この結論は、1 節で紹介した Hayashi

and Prescott [2002]仮説に疑問を投げ掛けるものである。そこで、次に検討すべ

き問題は、生産性と技術水準の大幅な乖離がどのような要因によって生じたの

かという点である。次にこの問題を検討することにしよう。

（３）マクロ生産性成長率とマクロ技術進歩率の乖離（３）マクロ生産性成長率とマクロ技術進歩率の乖離（３）マクロ生産性成長率とマクロ技術進歩率の乖離（３）マクロ生産性成長率とマクロ技術進歩率の乖離

表 6は、(7)～(11)式に基づき、マクロ生産性成長率と真のマクロ技術進歩率

の乖離について要因分解を行ったものである。加えて、図 5は 1990年代に焦点

を絞って、①TFP、②規模の経済効果のみを修正した系列、③稼働率変動のみ

を修正した系列、④生産要素の再配分のみを修正した系列、⑤全てを修正した

マクロ技術進歩のそれぞれについて、「水準」を図示している（これら全ての

系列は 1990年のレベルが 1と等しくなるよう標準化してある。例えば、この図

における TFP と稼働率変動のみを修正した系列の差は、稼働率修正の「累積

的」な効果を表す）。表 6と図 5から、いくつかの興味深い事実を読み取るこ

とができる。

第 1に、資本と労働の稼働率変動は、1990年代の生産性成長率が真のマクロ

技術進歩率を大きく下回った最大の要因である。表 6に示されたとおり、稼働

率変動は、技術進歩率に較べて 1990～98年の年率平均で 1.0%近くも TFP成長

率を押し下げた。この 1990 年代の稼働率修正の大きさは、1970 年代、1980 年

代と較べるとかなり大きい。図 5をみると、1990 年代前半にみられた生産性と

技術進歩の乖離のほとんどが稼働率変動に起因することが分かる。図 6は、稼

働率変動の循環的な性質をみるため、計測された稼働率の変化と実質付加価値

成長率をプロットしたものである。予想どおり、稼働率変動は極めて正循環的

                                                                                                                                              
る 1990 年代の製造業・耐久財部門の実質 GDP 成長率が「過少推定」されている可能
性がある。言うまでもなく、実質 GDP成長率の過少推定は、推計される技術進歩率の
過少推定をも引き起こす。第 2 に、わが国の耐久財部門は、1990 年代、継続的に生じ
た円高のため海外直接投資を大幅に増加させた。それゆえ、情報通信機器生産の大部
分が海外にシフトした可能性がある。この問題の検討は興味深い研究テーマではある
が、本論文の範囲を超えるのでさらに立ち入った検討は行わない。
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であり、稼働率の変化と実質付加価値成長率の相関係数は 0.69 と非常に大きな

正の値を示している。したがって、稼働率の変動を考慮した「真の」生産要素

投入は計測された生産要素投入よりも正循環的であるため、この点を考慮せず

に計測された生産性は産出量との間に強い正の相関を持つことが確認される。

その意味では、1990 年代前半に顕著に観察された、計測された生産性と「真

の」技術進歩の間の大きなギャップは、同時期の不況が前例のないほど厳しか

ったことを反映したものであると解釈できる。つまり、「資産価格バブル」崩

壊直後に生じた 1991～93年にかけての「第一次平成不況」は極めて深刻であっ

たために、この時期の稼働率は大きく落ち込み、循環的な生産要素の計測誤差

が典型的な景気循環よりも非常に大きくなったわけである。

第 2 に、再配分効果――Rγ項（規模の経済効果が異なる産業間における一次

生産要素の再配分）と MR 項（原材料の再配分）の合計――もまた、計測された

生産性と真の技術進歩の乖離を生み出す重要な要因である。再配分効果は、

1990 年代平均で年率–0.3%と推計されている（表 6）。さらに、図 5 に示され

ているように、そうした再配分効果は、1995 年から 1997 年にかけての短期的

な景気回復局面に集中的に観察されている点が注目される。これは、1990 年代

半ばの回復期では、規模の経済が平均以下の産業（すなわち非製造業）におい

て、生産要素投入の成長率が平均以上であったため、生産性が真の技術進歩と

較べて低めに計測されたことを示している。図 6の稼働率のケースと同様、図

7は推計された再配分効果を実質付加価値成長率と共に図示している。やや驚

くべきことに、わが国の再配分効果は、Basu and Fernald [2001]の米国に関する

実証結果とは対照的に「反循環的」である（再配分効果と付加価値成長率の相

関係数は−0.31）。このことは、日本経済では、規模の経済効果の小さい産業が

好況期に平均以上に生産要素投入量を増大させる一方、不況期には平均以上に

減少させるため、再配分効果によってマクロ生産性の正循環の度合いは弱まる

ことを意味している（米国では、規模の経済の大きい産業が好況期に平均以上

に要素投入を増大させ、不況期に平均以上に減少させるため、再配分効果は正

循環的である）。この日本のパターンは、一見したところほど奇異なものでは

ない。例えば、規模の経済効果が小さい産業によって生産される財の所得弾力

性が、規模の経済効果の大きい産業によって生産される財のそれよりも高けれ

ば、再配分効果は反循環的となりやすい。あるいは、再配分効果の反循環性が
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1970年代と 1990年代に特に顕著に観察されることと24、この両年代に政府支出

が大きく拡大した事実に鑑みると、再配分効果の反循環性と政府支出の間に何

らかの関係が存在する可能性も考えられよう（例えば、1990 年代の政府支出が

規模の経済効果の小さい産業に集中的に振り向けられた結果、当該産業の生産

要素投入が平均以上に拡大し、再配分効果がマイナスとなった可能性が考えら

れる）。この問題は非常に興味深い研究テーマではあるが、立ち入った検討は

別の機会に譲ることにしたい。

最後に、平均的な規模の経済効果の寄与は、全期間にわたってマイナスであ

る。このことは、日本経済の平均的な産業が規模に関する収穫逓減を示してい

るという実証分析結果を反映している。しかしながら、次節で議論するように、

収穫逓減が幅広く観察されることは、いかなる形態の不完全競争とも整合的で

はない。そのため、規模の経済効果の定量的な重要性について評価を下すのは

早計であるように思われる。

要約すると、1990 年代前半については、計測されたマクロ生産性と真のマク

ロ技術進歩の乖離の大部分は稼働率変動に起因する。また、1990 年代半ば以降

の両者の乖離については、再配分効果が重要な役割を果たした。

５．頑健性の検討５．頑健性の検討５．頑健性の検討５．頑健性の検討

本節では、前節のベースライン推計結果の頑健性について、2 つの観点から

検討を行う。最初に、前節で収穫逓減を示した製造業・非耐久財部門と非製造

業の両部門に収穫一定の制約を課した場合、推計される技術進歩率がどのよう

に変化するかを検討する。次に、労働データに関する「質調整」の有無の影響

を検討する。

（１）製造業・非耐久財部門と非製造業に収穫一定の制約を課した場合（１）製造業・非耐久財部門と非製造業に収穫一定の制約を課した場合（１）製造業・非耐久財部門と非製造業に収穫一定の制約を課した場合（１）製造業・非耐久財部門と非製造業に収穫一定の制約を課した場合

前節の表 3 でみたとおり、製造業・非耐久財部門と非製造業の両部門におけ

る規模の経済効果の推計値は 1 以下であった。しかしながら、自由な参入と退

出が保証されている限り、収穫逓減はいかなる形態の不完全競争とも整合的で

はない点に注意する必要がある（Basu and Fernald [1995, 1997]の議論を参照）。

                                                
24 1970 年代、80 年代、90 年代の再配分効果と付加価値成長率の相関係数はそれぞれ
−0.6、−0.06、−0.54。
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この点を確認するため、規模の経済効果とマークアップの関係を示した、以下

の恒等式を考えることにしよう。

( )1 ,AC P AC s
MC MC P πγ µ� � � �= = ⋅ = ⋅ −� � � �

� � � �
(12)

ここで /P MCµ ≡ は限界費用に対する価格のマークアップであり、 sπは総収入

に占める経済的利益（economic profit、会計的利益とは異なる）のシェアである。

自由参入・退出のもとでは、経済的利益率 sπは常に小さな値をとるはずである

から、収穫逓減の度合いが大きい（γ が 1を大きく下回った）場合、(12)式から

企業は一貫して限界費用を下回る価格設定を行っている（µ が 1 を下回る）こ

とになる。言うまでもなく、これは経済学的に意味のある行動ではないため、

企業レベルの規模に関する収穫は一定か逓増的であると考えるのが自然である。

そうだとすれば、製造業・非耐久財部門と非製造業で収穫逓減が明らかに観察

されるという前節のベースライン推計結果は、留意を要する25。

上記のような問題に鑑み、ここでは製造業・非耐久財部門および非製造業に

「収穫一定」の制約を課してもなお、1990 年代に技術進歩率が減速した証拠は

存在しないという前節の基本的な結論が影響を受けないかを検討しておきたい。

表 7 に、収穫一定の制約を課した場合の製造業・非耐久財部門および非製造

業における稼働率調整のパラメータ推計値を示している。全体としてみると、

推計値は前節とほとんど変化していない。非製造業における iβ の推計値は表 3

よりもやや小さくなっているものの、依然として統計的に有意である。この結

                                                
25 このような「収穫逓減パズル」は、日本の産業別推計結果に限られた現象ではない。
例えば、米国の 2桁分類産業別データを用いた Basu, Fernald, and Kimball [2002]によれ
ば、製造業・非耐久財部門と非製造業における規模の経済効果の推計値（産業の加重
平均）は、それぞれ 0.87と 0.89である（表 4を参照）。米国の 3桁分類製造産業の付
加価値データ（4半期）を用いた Burnside, Eichenbaum, and Rebelo [1995]も、付加価値
ベースの規模の経済効果の推計値は 0.8から 0.9であると報告している。この収穫逓減
パズルに対する有り得べき説明の 1 つは、企業データではなく産業で集計されたデー
タを推計に用いているため、「反循環的な“産業内”再配分効果（規模の経済効果の小
さい企業が好況期に参入し、不況期に退出する）」がみせかけの収穫逓減を生み出し
ているというものである。反循環的な産業内再配分は、推計式の撹乱項に含まれるた
め、操作変数はその撹乱項と相関を持ってしまい、規模の経済効果の推計値は一致性
を失う（下方バイアスを持つ）可能性がある。この種の可能性のさらなる検討は大い
に興味深いものではあるが、本論文の範囲を明らかに超えるため、ここではこれ以上
立ち入らない。
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果は、収穫一定の制約を課してもなお、民間経済部門の太宗を占める非製造業

において稼働率調整が必要であることを示している点で極めて重要である。製

造業・非耐久財部門についてみると、 iβ の推計値は統計的に有意でない。この
点も、表 3のベースライン推計結果と同様である。

表 8と図 8は、表 7のパラメータ推計値に基づく技術進歩率の推計値を示した

ものである（製造業・耐久財部門については、表 3のパラメータ推計値を使用

している）。全体としてみて、「失われた 10年」は技術進歩が低調な期間では

なかったという本論文の基本的な結論は影響を受けない。民間部門全体の技術

進歩率は、1980年代の 1.2%から 1990年代の 1.8%へと上昇している。この結果

を額面どおりに受け取れば、日本経済は「失われた 10 年」の間に 0.6%ポイン

トもの技術進歩率の加速を経験したことになる。この技術進歩率の加速の大部

分は、非製造業において生じたものである。すなわち、非製造業における技術

進歩率は、1980 年代の 0.3%から 90 年代の 1.2%へと 0.9%ポイント上昇してい

る。

どのような要因で生産性と技術進歩との間に乖離が生じたのかを検討するた

め、図 9は製造業・非耐久財部門と非製造業に収穫一定の制約を課した場合の

①TFP、②規模の経済効果のみを修正した系列、③稼働率変動のみを修正した

系列、④生産要素の再配分のみを修正した系列、⑤全てを修正した技術進歩の

「水準」を図示している。この図をみると、製造業・非耐久財部門と非製造業

に収穫一定の制約を課した場合でも、前節のベースライン推計結果からほぼ不

変であることがわかる。すなわち、1990 年代前半にみられた生産性と技術進歩

の乖離の大半は、稼働率変動から生じたものである。一方、1990 年代半ば以降

の乖離については、再配分効果が重要な役割を果たしている。

（２）質調整済み労働データを用いた場合（２）質調整済み労働データを用いた場合（２）質調整済み労働データを用いた場合（２）質調整済み労働データを用いた場合

これまでの分析では、「質未調整」の労働データを使用してきた。質を調整

しなければ、JIP データベースの労働投入は、標準的な総労働時間、すなわち

労働者数と労働者 1人当たりの年間平均労働時間の積に等しい。しかしながら、

企業の立場からみれば、適切な労働投入の指標は単なる総労働時間ではないか

もしれない。すなわち、企業は個々の労働者の相対的な生産性にも関心を払っ

ている可能性が高い。こうした立場から、以下では質の調整を施した労働デー

タを使用することによって、前節のベースライン推計結果の頑健性を検討する

ことにしたい。
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質調整済みの労働データを構築するために、深尾ほか [2003]は観察された賃

金格差は相対的な限界生産力の違いを反映していると仮定するとともに、性、

年齢、学歴を労働の「質」として考慮している。そのうえで、異なるタイプの

労働者の労働時間を相対的な賃金率で加重平均することによって、質を調整し

た労働投入を計算している。この場合、労働時間が増加するか、あるいは（時

間そのものが変化しなくとも）労働時間の「質」が上昇した場合に、労働投入

量は増加し得る26。

表 9に、質調整済みの労働データを使用した以外は表 3と同一の回帰分析結

果を示している。推計結果は、質未調整の労働データを使用した場合と驚くほ

ど似通っている。パラメータ推計値は、労働の質調整の有無によってほとんど

影響を受けないことが確認される。

表 10には、表 9のパラメータ推計値に基づいて計測した技術進歩率を示して

いる。質調整によって、技術進歩率の推計値そのものは全期間にわたって低下

しているものの、定性的な結果は表 5にあるベースライン推計結果とほぼ同様

である。ここで注意すべきもっとも重要な点は、1990 年代に技術進歩のペース

が低下したという証拠は依然として見出されない点である。さらに、表 5と表

10を見比べると、労働の質の上昇を無視することに起因する技術進歩率の上方

バイアスは、1990年代については他の年代よりもかなり小さいことが窺われる。

このことは、1990 年代には労働者の構成に大きな変化がみられなかったという

事実を反映している。以上のとおり、前節の主要な結果は、労働の質調整の影

響を受けないことが確認された。

本節を終えるにあたり、本論文の基本的な結論は、規模の経済効果の推計値

および労働の質調整に対して極めて頑健であることに注意を喚起しておきたい。

確かに、推計手法の違いによって、技術進歩率の推計結果は変化する。にもか

かわらず、1990 年代日本経済において技術進歩率が低下したという証拠は存在

しないという本論文の定性的な（qualitative）結論に、推計手法の違いは何ら影

響を及ぼさないことを強調しておきたい。これらの結果を受け入れるのであれ

ば、日本の「失われた 10 年」は、技術進歩が失われた 10 年では決してなかっ

たということになる。

                                                
26 JIPデータベースにおける労働の質調整の詳細については、深尾ほか[2003]第 2章を
参照されたい。
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６．技術進歩に対する別の見方：投資限定的技術進歩６．技術進歩に対する別の見方：投資限定的技術進歩６．技術進歩に対する別の見方：投資限定的技術進歩６．技術進歩に対する別の見方：投資限定的技術進歩

これまでは、全ての財の生産に同質的に（homogenously）影響を与える「中

立的（neutral）」技術進歩に分析の焦点を絞ってきた。本節では、中立的技術

進歩と異なる概念、すなわち Solow [1960]によって初めて提唱され、近年

Greenwood, Hercowitz, and Krusell [1997, 2000]によって復活を遂げた「投資限定

的技術進歩（investment-specific technology change）」について、簡単に考察す

る。これらの先行研究は、「新しい資本財という形で体化された」技術進歩の

重要性を強調している27。

議論を単純化し、かつ投資限定的技術進歩モデルの本質的な側面に焦点を当

てるため、（付加価値ベースの）産出量は以下のような収穫一定の生産関数に

よって生産されると仮定しよう。

( ), .V G K L=

2 節のモデルと異なり、ここでは中立的技術進歩が存在しないことに注意しよ

う。標準的なモデルと同様、産出量は消費と投資の双方に用いることができる

と仮定する。ただし、資本蓄積式として、以下のように標準的な定式化とはや

や異なるものを仮定する。

.K IA Kδ= −�

ここで I は粗投資、δは資本減耗率である。A は新しい資本財を生産するための

技術の状態を表すパラメータである。すなわち、A の上昇は 1 単位の産出量

（消費財）と引き換えに生産される新しい資本財の量が増加することを意味す

る。こうした形での技術進歩は投資財部門に限定的（specific）なものであるた

め、Aの上昇は投資限定的技術進歩と呼ばれる。Greenwood and Jovanovic [2001]

が強調するように、このような技術進歩の恩恵を享受するためには、経済で設

備投資が行われなければならない。

競争均衡では、新しい資本財の相対価格 IPは以下の式で与えられる。

1/ .IP A=

                                                
27 Greenwood and Jovanovic [2001]は、投資限定的技術進歩の成長モデルに関するサー
ベイを行っている。Fisher [2002]は景気循環を引き起こす要因として、投資限定的技術
ショックの重要性を強調している。



24

この式は、資本ストックを 1 単位追加的に蓄積するために、何単位の消費財を

諦めなければならないかを示している。この式から明らかなように、実際の新

しい投資財の相対価格の変化を計算することで、投資限定的技術進歩率を容易

に計測できることに注意したい。

表 11 と図 10 は、日本経済における投資限定的技術進歩率の推計結果を示し

ている。これらから明らかなように、1990 年代に投資限定的技術進歩が減速し

たという証拠は見出されない。したがって、たとえ中立的技術進歩に加え、資

本財に体化された技術進歩の存在を考慮したとしてもなお、日本経済の「失わ

れた 10年」を技術進歩率が大きく低下した時期として解釈することは困難であ

る。

７．結びに代えて７．結びに代えて７．結びに代えて７．結びに代えて

本論文では、収穫逓増と不完全競争、資本と労働の稼働率変動、生産要素の

再配分を「修正」した集計ソロー残差を推計し、日本経済の「真の」マクロ技

術進歩率の計測を試みた。その結果、1990 年代に観察された生産性の低下は、

技術進歩率の低下によってもたらされたものではないという頑健な結論を得た。

本論文の結果は、日本経済の「失われた 10 年」を RBC 理論的なロジックで説

明しようとする考え方に疑問を投げ掛けるものである。

今後の研究では、本論文で計測した日本経済の技術進歩率を、より精度の高

いものにしていくことが望まれる。われわれの関心は経済全体のマクロ技術進

歩率にあったため、ここでは日本経済全体をカバーできる産業別データを使用

した。しかしながら、本論文で行った実証分析作業は、原理的には日本政策投

資銀行データベースのような製造業の企業レベルデータを用いても、同様の分

析が可能であると考えられる。そうした方向での研究は、1990 年代日本経済の

長期低迷の原因解明に新たな示唆を与えてくれるであろう28。

                                                
28 例えば、企業レベルのデータを使用することによって、本論文では扱うことができ
なかった「産業内」の再配分効果を考察することが可能になると考えられる。



25

補論１．補論１．補論１．補論１． Basu and Kimball (1997)モデルにおける稼働率の代理変数の導出方法モデルにおける稼働率の代理変数の導出方法モデルにおける稼働率の代理変数の導出方法モデルにおける稼働率の代理変数の導出方法

補論１では、本論で省略した稼働率の代理変数の導出方法について詳しく説

明する。以下のモデル分析は、Basu and Kimball [1997]補論 A および Basu,

Fernald and Kimball [2002]1節 Bに基づく。

企業は、設備投資を行って資本ストック K を増加させたり、労働者を新たに

雇い入れて労働者数 N を増加させたりする際に、調整費用を負担しなければな

らないと仮定する。すなわち、資本ストック Kおよび労働者数 Nは、準固定的

な生産要素であると仮定する。Basu, Fernald, and Kimball [2002]は、経済学的に

意味のある要素稼働率のモデルを構築するためには、資本ストックおよび労働

者数が準固定的でなければならない理由を説得的に説明している29。ただし、

労働者 1人当たりの労働時間 Hについては、調整費用を伴うことなく変動させ

ることができると仮定する。加えて、資本ストックの稼働率および労働者の努

力水準も企業が自由に変動させることができる変数と仮定する。資本稼働率と

努力水準の引き上げは、両者ともに効率単位で測った実質的な要素投入を増加

させる効果を持つ。Basu and Kimball [1997]は、企業が資本稼働率 Sを上昇させ

る際、2 種類の追加的なコストが発生すると主張している。すなわち、①資本

稼働率引き上げに伴い、（一部の）労働者は夜間等、通常では望ましくない時

間帯にも働くことになるが、企業はそうした労働者に対し「シフト・プレミア

ム」の付いた割増賃金を支払わなければならない。②稼働率引き上げは、資本

ストックの追加的な摩耗・破損を通じて資本の減価の速度を早める。以下のモ

デル分析では、簡単のため、前者のシフト・プレミアムのみを資本稼働率引き

上げのコストとして考える。シフト・プレミアムについては、Shapiro [1996]等

多くの先行研究によってその重要性が実証的に支持されている。一方、努力水

準 E の引き上げは労働者の不効用を増加させるため、企業はそれに見合った賃

金の引き上げを迫られると仮定しよう。

以下のような企業の動学的費用最小化問題を考えよう。

                                                
29 後ほど仮定するように、稼働率引き上げには何らかのコストが伴うと考えるのが自
然である。そうした状況のもとで、もし資本ストックと労働者数の変更に調整費用が
一切かからない（したがって一定の投資財価格と賃金でいくらでも資本ストックと労
働者数を増やすことができる）と仮定すれば、企業は稼働率をできる限り低くする一
方で、設備投資と労働者の雇い入れを目一杯増やそうとするであろう。言うまでもな
く、そうした状況は現実的ではない。
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( ) ( )
( ) ( )

0

0, , , , ,

,
Min ,

/ /

t
rd M

A E H I M S
I

WNG H E V S P M
e dt

WN A N P KJ I K
τ∞ − +� ��
� �

+ Ψ +� �� �
�

制約条件は

( ), , , ,Y F SK EHN M Z= (A.1)

,K I Kδ= −�

.N A=�

である。各時点における企業の総費用は、労働サービスに対する支払い、中間

財購入費用、粗投資 I に伴う費用、および離職者を差し引いたネットの雇い入

れ A に伴う費用の合計である。 ( ) ( ),WG H E V S は労働者 1 人当たりの報酬、W

は基準賃金、Gは時間当たり賃金が労働時間 Hおよび労働努力 Eにどのように

依存するかを表す関数、 ( )V S はシフト・プレミアムである。 MP は中間財価格、

( )/WN A NΨ は労働者数変更にかかる（調整費用を含めた）総費用、同様に

( )/IP KJ I K は設備投資にかかる総費用、δは資本減耗率である。Ψ と J は凸関

数であると仮定する。関数 Φを ( ) ( )log , log , logG H E H E= Φ として定義すると、

大局的最適性（global optimum）を保証するには Φ が凸関数であると仮定すれ

ばよい。さらに、最適な Hと Eが共に同じ方向に動くようにするため、Φの正

規性（normality）、すなわち 11 12Φ > Φ および 22 12Φ > Φ と仮定する。表記を簡単

にするため、時間に関する添え字は省略してある。

われわれの目的である稼働率の代理変数の導出に直接関連するのは、以下の

S、H、Eの選択に関する「同時点の（intra-temporal）」1階条件である。

( ) ( ) 1, ,WNG H E V S F Kλ′ = (A.2)

( ) ( ) 2, ,HWNG H E V S F ENλ= (A.3)

( ) ( ) 2, .EWNG H E V S F HNλ= (A.4)

ただし、 λ は制約式(A.1)にかかるラグランジェ乗数であり、限界費用と解釈で

きる。(A.3)式と(A.4)式を組み合わせると容易に次の式を得る。
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( )
( )

( )
( )

, ,
.

, ,
H EHG H E EG H E

G H E G H E
= (A.5)

この式から明らかなように、最適解のもとでは労働費用の Hと Eに関する弾力

性は等しくなければならない。関数 Gに関する仮定を所与とすると、(A.5)式か

らユニークかつ正の傾きを持つ E-Hの最適経路が導かれる。すなわち

( ) ( ), 0.E E H E H′= > (A.6)

(A.6)式から、観察不可能な労働努力 Eは観察可能な 1人当たり労働時間 Hの関

数として表すことができる。したがって、定常状態で評価された、労働努力の

労働時間に関する弾力性（労働時間が 1%変化したとき何%労働努力が変化する

かを表す）を ( ) ( )* * */H E H E Hς ′≡ として定義すると、労働の稼働率変動に対

する代理変数は以下のように表現できる。

.de dhς= (A.7)

次に観察不可能な資本稼働率 S の代理変数を求めるため、(A.2)式と(A.3)式を

組み合わせる。

( )
( )

( )
( )

1

2

, / .
, /

K

H L

G H E SV S F SK F c
HG H E V S F EHN F c

� � � �′
= =� � � �

� � � �

(A.8)

(A.8)式右辺は、資本と労働のコスト・シェアの比率になっていることに注意し

よう。ここで ( )g H を労働費用 G の労働時間 H に関する弾力性、 ( )v S をシフ

ト・プレミアム Vの資本稼働率 Sに関する弾力性と定義する。すなわち

( ) ( )
( )

,
,

,
HHG H E

g H
G H E

≡

( ) ( )
( ) .

SV S
v S

V S
′

≡

これらの定義式を使うと、(A.8)式は次のように書き換えられる。

( ) ( ).K

L

cv S g H
c

= (A.9)
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G に関する仮定により、 ( )g H は正であり H に関する増加関数である。また、

正のシフト・プレミアムが支払われている限り ( )v S も正である。ここで弾力性

( )v S が Sの増加関数になるよう、シフト・プレミアムは Sと共に十分素早く上

昇すると仮定しよう。さらに、コスト・シェア比率 /K Lc c は一定であると仮定

する。 /K Lc c が一定となるためには、生産関数 F は K と L に関して一般化コ

ブ・ダグラス型でなければならない。すなわち Γ を単調増加関数とすると、生

産関数 Fは

( ) ( ) ( ), , , , ,K Lc cY F SK EHN M Z Z SK EHN M� �= = Γ
� �

となる。

以上の仮定の下で、(A.9)式を対数線形化すると以下の式を得る。

.ds dhη
ω

= (A.10)

上式において、ηは gの Hに関する弾力性、ωは vの Sに関する弾力性である。

最後に(A.7)式と(A.10)式を組み合わせると、稼働率変動 duは以下のように表

すことができる。

* *

* * .

K L

K L

du c ds c de

c c dhη ς
ω

= +

� �= +� �
� �

(A.11)

補論２補論２補論２補論２.  集計方法集計方法集計方法集計方法

補論２では、Basu and Fernald[2001, 2002]に示されている手続きに沿って、産

業部門別の技術進歩率をマクロの技術進歩率に集計する方法を説明する。

本論文が使用している JIPデータベースは、「実質」付加価値を定義する際、

「ダブル・デフレーション法」を採用している。すなわち、基準年（1990 年）

の粗産出量価格および中間財価格の双方を 1 に標準化したうえで、実質付加価

値 iV を以下のように定義する。

.i i iV Y M≡ − (A.12)



29

基準年における中間財の総収入シェア、すなわち中間財/粗産出量比率 /i iM Y を

Mis と表す30。(A.12)式を全微分して整理すると、実質付加価値の成長率は31

( ) ,
1

i

i

M
i i i i

M

s
dv dy dm dy

s
= − −

− (A.13)

となる。

便宜上、粗産出量成長率を表す本論(3)式を再掲しておく。

( ) ( )* * * .
i ii i K i i L i i i Mi i idy c ds dk c de dh dn c dm dzγ � �= + + + + + +� �

この式は

( ) ( )

( )

( )( )

* *
*

* *

* *
* *

* *

* *

1
1 1

1
1 1

1 ,

Ki Li
i i Mi i i i

Mi Mi

Ki Li
i Mi i i i Mi i i

Mi Mi

V V
i Mi i i i Mi i i

c cdy c dk dh dn
c c

c cc ds de c dm dz
c c

c dx du c dm dz

γ

γ γ

γ γ

� �
= − + +� �− −� �

� �
+ − + + +	 
− −� �

= − + + +

(A.14)

のように書き換えることができる。ここで V
idx 、 V

idu はそれぞれ

( )
* *

* * ,
1 1

V Ki Li
i i i i

Mi Mi

c cdx dk dh dn
c c

≡ + +
− −

* *

* * ,
1 1

V Ki Li
i i i

Mi Mi

c cdu ds de
c c

≡ +
− −

と定義されている。(A.14)式の両辺から *
i Mi ic dyγ を差し引いた後 *1 i Micγ− で割ると、

以下の式を得ることができる。

                                                
30 中間財の総収入シェア Mis はコスト・シェア

iMc と必ずしも等しくならない点に注意
せよ。

31 Basu and Fernald [2001, 2002]は付加価値「成長率」を「デビジア指数」を用いて定義
している。ダブル・デフレーション指数とデビジア指数の違いは、付加価値成長率を
定義するにあたり粗産出量成長率から中間財成長率を差し引く際に用いるウエイトの
違いにある。すなわち、ダブル・デフレーション指数は一定の基準年価格を用いてウ
エイトを計算するのに対し、デビジア指数は毎年異なる現在価格を用いてウエイトを
計算する。両者の方法の違いについては Basu and Fernald [1995, Appendix]が詳しい。
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( ) ( ) ( )
* *

* * *

1
.

1 1 1
i Mi V V i Mi i

i i i i i
i Mi i Mi i Mi

c c dzdy dx du dm dy
c c c

γ γ
γ γ γ

� �− � �
� �= + + − +� �− − −� � � �� �

(A.15)

この式を実質付加価値成長率の定義式(A.13)に代入すると

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

* * *

* * * *

*

*

1 1
1 1 1 1 1

1 1

i Mi i MiV V Mi Mi i
i i i i i

i Mi i Mi Mi Mi i Mi

V V V V VMi Mi
i i i i i i i

Mi Mi

c c c s dzdv dx du dm dy
c c c s c

c sdx du dm dy dz
c s

γ γ
γ γ γ

γ γ

� � � �− −
� � � �= + + − − +

− − − − −� � � �� � � �

� �
= + + − − +� �− −� �

(A.16)

を得る。この式において、 V
iγ は「付加価値ベースの規模の経済効果」：

( )*

*

1
,

1
i MiV

i
i Mi

c
c

γ
γ

γ
−

≡
− (A.17)

であり、 V
idz は「付加価値ベースの技術進歩率」：

* ,
1

V i
i

i Mi

dzdz
cγ

≡
− (A.18)

である。

JIP データベースは、マクロの総実質付加価値 V を、基準年価格で評価した

産業部門別付加価値 iV の総和として定義している。すなわち

.ii
V V=�

したがって、総実質付加価値の成長率 dv は産業別・付加価値成長率の加重平

均：

,i ii
dv w dv=� (A.19)

となる（ /i iw V V≡ は各産業のウェイト）。

同様に集計された一次要素投入の成長率を

,V V
i ii

dx w dx≡�

と定義する。(A.16)式を(A.19)式に代入すると以下の式を得る。

( )
*

* .
1 1

V V V V
i i i i i ii i

V VMi Mi
i i i i i ii i

Mi Mi

dv w dx w du

c sw dm dy w dz
c s

γ γ

γ

= + +

� �� �
− − +� �� �− −	 
� �

� �

� �
(A.20)
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ここで上式の第 2～4項を以下のように定義する。

,V V V
i i ii

du w duγ≡�

( )
*

* ,
1 1

V Mi Mi
M i i i ii

Mi Mi

c sR w dm dy
c s

γ
� �� �

≡ − −� �� �− −	 
� �
�

* .
1

V V i
i i ii i

i Mi

dzdz w dz w
cγ

≡ =
−� �

もちろん、最後の Vdz は 2 節(2)で定義したとおり、マクロの（付加価値ベース

の）技術進歩率である。これらの定義式を使うと(A.20)式は

,V V V V
i i i Mi

dv w dx du R dzγ= + + +� (A.21)

となる。さらに(A.21)式について、右辺第 1項を、平均的な規模の経済効果と、

規模の経済効果が異なる産業間における一次生産要素投入の再分配効果に分解

すると

( )
,

V V V V V V V
i i i i i Mi i

V V V V
M

dv w dx w dx du R dz

dx R R du dzγ

γ γ γ

γ

= + − + + +

= + + + +
� �

と書ける。この式の中の Vγ とRγはそれぞれ

,V V
i ii

wγ γ≡�

( ) ,V V V
i i ii

R w dxγ γ γ≡ −�

と定義されている。したがって、集計ソロー残差 dpは

( )1 ,

V

V V V V
M

dp dv dx

dx R R du dzγγ
= −

= − + + + + (A.22)

と書けることがわかる。
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表1.  ソロー残差

（年率、%）

1960-

1970

1970-

1980

1980-

1990

1990-

2000

JIPデータベース (54産業計)

労働の質調整無し

労働の質調整有り

Gust and Marquez [2000]

Hayashi and Prescott [2002]

平成 10 年通商白書

n.a.

n.a.

n.a.

4.8

3.7

1.2(1)

0.3(1)

n.a.

0.8

0.7

1.6

0.9

2.0(3)

1.9

1.0

0.5(2)

0.3(2)

1.0(4)

0.3

0.0

備考： 1. (1) 1973-1980； (2) 1990-1998； (3) 1980-1989； (4) 1989-1998。

2. JIP データベースに基づくソロー残差の計算および集計方法については本

論 2節を参照。

3. JIPデータベースの詳細については深尾ほか [2003]を参照。

4. Gust and Marquez [2000]の推計値は同論文の表 4から抜粋。

5. Hayashi and Prescott [2002]の推計値は林文夫東大教授のホームページ

（http://www.e.u-tokyo.ac.jp/~hayashi/hp）掲載のエクセルファイル（ファイル

名：rbc、シート：growth accounting、コラム：C）から抜粋。
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表2.  産業分類

製造業・耐久財部門(14産業、シェア：14%) 製造業・非耐久財部門(17産業、シェア：9%)

JIP ｺｰﾄﾞ 産業 JIP ｺｰﾄﾞ 産業

21

22

32

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

製材・木製品

家具

窯業・土石製品

非鉄金属

金属製品

一般機械器具

産業用電気機械器具

民生用電気機械器具

その他の電気機械器具

自動車

船舶

その他の輸送用機械

精密機械器具

その他製造業

11

12

14

15

16

18

19

20

23

24

25

26

27

28

29

30

31

畜産食料品

水産食料品

その他の食料品

飲料

たばこ

化学繊維紡績

織物・その他の繊維製品

身廻品

パルプ・紙・紙加工

印刷・出版

皮革・皮革製品・毛皮

ゴム製品

基礎化学製品

化学繊維

その他化学

石油製品

石炭製品
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表 2. 産業分類（続）

非製造業(23産業、シェア： 47%) 除外 (30産業、シェア：30%)

JIP ｺｰﾄﾞ 産業 JIP ｺｰﾄﾞ 産業

46

47

48

49

53

54

55

56

59

60

61

62

63

64

70

71

72

73

74

75

76

77

78

建築

土木

電気

ガス・熱供給

卸売

小売

金融

保険

鉄道

道路運送

水運

航空運輸

その他運輸・梱包

電信・電話

広告

業務用物品賃貸

その他の事業所サービス

娯楽

放送

飲食店

旅館

洗濯・理容・浴場

その他の対個人サービス

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

13

17

33

34

50

51

52

57

58

65

66

67

68

69

79

80

81

82

83

84

米麦生産

その他の耕種農業

畜産・養蚕

獣医・農業サービス

林業

漁業

石炭・亜炭鉱業

金属鉱業

原油・天然ガス鉱業

その他鉱業

精穀・製粉

天然繊維紡績

製鉄

その他の鉄鋼

上水道

工業用水道

廃棄物処理

不動産

住宅

郵便

教育（民間・非営利）

研究

医療・保健衛生（民間）

その他の公共サービス

教育（政府）

医療・保健衛生（政府）

その他（政府）

医療・保健衛生（非営利）

その他（非営利）

分類不明
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表3. パラメータ推計結果：ベースライン

i i i i i idy dx dh dzγ β= + +

製造業・

耐久財部門

製造業・

非耐久財部門
非製造業

規模の経済効果 iγ

稼働率 iβ

1.06

(0.03)

0.063

(0.012)

0.81

(0.04)

0.034

(0.024)

0.65

(0.02)

0.190

(0.015)

稼働率修正無し

規模の経済効果 iγ 1.14

(0.03)

0.84

(0.03)

0.67

(0.01)

備考： 各部門内の産業別データをプールしたうえで三段階最小二乗法により推計。推

計期間は 1973～98年。データの出所は JIPデータベースと厚生労働省・毎月勤労

統計調査。労働投入量については質未調整のデータを使用。操作変数は①実質石

油価格成長率の現在値および 1 期ラグ値、②日本版「ローマー日付」ダミー変数

の現在値および 1 期ラグ値、および③「銀行危機」ダミー変数の 1 期ラグ値。推

計式は産業別固定効果を含む（ただし表では掲載していない）。（  ）内の数値

は標準誤差。
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表4. 規模の経済効果の推計値（米国産業）

製造業・
耐久財部門

製造業・
非耐久財部門

非製造業

Basu, Fernald, and Kimball (2002) 1.05 0.87 0.89

Basu, Fernald, and Shapiro (2001) 1.03 0.78 1.00

備考： Basu, Fernald, and Kimball [2002]の表 1と Basu, Fernald, and Shapiro [2001]の表 1

から抜粋。 Basu, Fernald and Kimball [2002]は各部門内の産業毎に規模の経済効果

は異なると仮定しているため、上記の値は付加価値でウエイト付けした産業の平

均値。一方、Basu, Fernald, and Shapiro [2001]は本論文と同様、各部門内で規模の

経済効果は等しいとの制約を課している。
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表5. 推計技術進歩率： ベースライン

（年率、%）

1973-

1998

1973-

1980

1980-

1990

1990-

1998

民間部門全体

製造業・耐久財部門

製造業・非耐久財部門

非製造業

2.4

3.6

2.3

2.1

3.0

5.6

3.1

2.3

2.3

3.5

2.0

2.0

2.1

2.1

2.1

2.1

備考： 表 3のパラメータ推計値を用いて計算した技術進歩率。
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表6. マクロ生産性成長率とマクロ技術進歩率の乖離の要因分解

( )1

V

V V V
M

dp dv dx

dx R R du dzγγ
= −

= − + + + +

（年率、%）

1973-
1998

1973-
1980

1980-
1990

1990-
1998

付加価値成長率 dv 3.3 3.8 4.6 1.4

− 一次生産要素投入成長率 Vdx 2.2 2.5 3.0 0.9

= ソロー残差 dp 1.1 1.2 1.6 0.5

− 平均的な規模の経済効果 ( )1V Vdxγ − −0.8 −0.9 −1.0 −0.3

− 再分配 MR Rγ + −0.2 −0.4 0.0 -0.3

− 稼働率 du −0.3 −0.4 0.3 −1.0

= 技術進歩率 Vdz 2.4 3.0 2.3 2.1

備考： 本論(7)～(11)式に基づく、マクロ生産性成長率とマクロ技術進歩率の乖離の要

因分解。表 3のパラメータ推計値を用いて計算。
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表7. パラメータ推計結果：

製造業・非耐久財部門および非製造業

に対し収穫一定の制約を課した場合

i i i i idy dx dh dzβ− = +

製造業・非耐久財部門 非製造業

稼働率 iβ −0.014

(0.017)

0.122

(0.017)

備考： 各部門内の産業別データをプールしたうえで三段階最小二乗法により推計。推

計期間は 1973～98年。データの出所は JIPデータベースと厚生労働省・毎月勤労

統計調査。労働投入量については質未調整のデータを使用。操作変数は①実質石

油価格成長率の現在値および 1 期ラグ値、②日本版「ローマー日付」ダミー変数

の現在値および 1期ラグ値、および③「銀行危機」ダミー 変数の 1期ラグ値。推

計式は産業別固定効果を含む（ただし表では掲載していない）。（  ）内の数値

は標準誤差。
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表8. 推計技術進歩率：

製造業・非耐久財部門および非製造業

に対し収穫一定の制約を課した場合

（年率、%）

1973-

1998

1973-

1980

1980-

1990

1990-

1998

民間部門全体

製造業・耐久財部門

製造業・非耐久財部門

非製造業

1.6

3.6

3.6

0.6

1.8

5.6

3.7

0.5

1.2

3.5

2.6

0.3

1.8

2.1

4.8

1.2

備考： 製造業・耐久財部門については表 3のパラメータ推計値、製造業・非耐久財部

門および非製造業については表 7のパラメータ推計値を用いて計算した技術進歩

率。
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表9. パラメータ推計結果： 労働投入の質を調整した場合

i i i i i idy dx dh dzγ β= + +

製造業・

耐久財部門

製造業・

非耐久財部門
非製造業

規模の経済効果 iγ

稼働率 iβ

1.07

(0.03)

0.063

(0.012)

0.81

(0.04)

0.032

(0.024)

0.65

(0.01)

0.181

(0.010)

備考： 各部門内の産業別データをプールしたうえで三段階最小二乗法により推計。推

計期間は 1973～98年。データの出所は JIPデータベースと厚生労働省・毎月勤労

統計調査。質調整済みの労働データを使用。操作変数は①実質石油価格成長率の

現在値および 1 期ラグ値、②日本版「ローマー日付」ダミー変数の現在値および

1 期ラグ値、および③「銀行危機」ダミー変数の 1 期ラグ値。推計式は産業別固

定効果を含む（ただし表では掲載していない）。（   ）内の数値は標準誤差。
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表10. 推計技術進歩率： 労働投入の質を調整した場合

（年率、%）

1973-

1998

1973-

1980

1980-

1990

1990-

1998

民間部門全体

製造業・耐久財部門

製造業・非耐久財部門

非製造業

2.0

2.9

2.0

1.8

2.4

4.6

2.7

1.9

1.9

2.8

1.7

1.6

1.9

1.4

1.9

2.1

備考： 表 9のパラメータ推計値を用いて計算した技術進歩率。
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表11. 「投資限定的」技術進歩率

（年率、%）

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代

投資限定的技術進歩率 3.7 2.1 1.8 2.2

備考： 投資限定的技術進歩率は、消費デフレータのインフレ率から投資デフレータの

インフレ率を差し引いて計算。デフレータは旧 68SNAベース。
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図1. TFP（レベル）
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0.8

0.9

1.0

1.1

73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

JIPデータベース（54産業計、労働の質未調整）

Hayashi and Prescott [2002]推計

備考： 両系列のレベルが 1990年に 1になるよう標準化。JIPデータベースに基づくソ

ロー残差の計算および集計方法については本論 2節を参照。JIPデータベースの

詳細については深尾ほか[2003]を参照。Hayashi and Prescott [2002]の推計値は林文

夫東大教授のホームページ（http://www.e.u-tokyo.ac.jp/~hayashi/hp）掲載のエクセ

ルファイル （ファイル名：rbc、シート：growth accounting、コラム：C)から抜粋。
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図2. ソロー残差と経済成長率
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相関係数：0.79

備考： 民間部門 54産業を集計。JIPデータベースを使用。
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図3. 労働時間

総実労働時間 （2000年平均=100）
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備考：全産業ベース

資料：毎月勤労統計調査
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図4. 推計された技術進歩（レベル）：ベースライン

備考：両系列のレベルが 1990年に 1になるよう標準化。技術進歩率の計算には表 3の

パラメータ推計値を使用。

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

推計された技術進歩 TFP



51

図5. 1990年代のマクロ生産性とマクロ技術進歩（レベル）

備考： 全系列のレベルが 1990年に 1になるよう標準化。表 3のパラメータ推計値を用

いて計算。
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図6. 稼働率変動

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
-5%

-4%

-3%

-2%

-1%

0%

1%

2%

3%

付加価値成長率（左軸）

稼働率変動（右軸）

相関係数：0.69



53

図7. 再分配効果
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図8. 推計された技術進歩（レベル）：

製造業・非耐久財部門および非製造業

に対し収穫一定の制約を課した場合

備考：両系列のレベルが 1990年に 1になるよう標準化。技術進歩率の計算には、製造

業・耐久財部門については表 3のパラメータ推計値、製造業・非耐久財部門および

非製造業については表 7のパラメータ推計値を使用。

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
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図9. 1990年代のマクロ生産性とマクロ技術進歩（レベル）：

製造業・非耐久財部門および非製造業

に対し収穫一定の制約を課した場合

備考：両系列のレベルが 1990年に 1になるよう標準化。技術進歩率の計算には、製造

業・耐久財部門については表 3のパラメータ推計値、製造業・非耐久財部門およ

び非製造業については表 7のパラメータ推計値を使用。
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図10. 「投資限定的」技術進歩

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

備考: 投資限定的技術進歩は投資財の実質価格の逆数（すなわち消費デフレータ/投資

デフレータ）として計測。1990年が 1となるようレベルを調整。デフレータは旧

68SNAベース。
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